
記載例：単身・就業による交付申請時 令和７年２月７日

■予備登録申請　提出書類（共通） 申請者 余市町

□ □

□ □

■交付申請　提出書類（共通） 申請者 余市町

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

□ □

☑ □

☑ □

■交付申請　提出書類（移住支援金の種類により） 申請者 余市町

☑ □

□ □

□ □

☑ □

■誓約事項 申請者 余市町

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

☑ □

移住支援金の交付申請に関する誓約書【第３号様式】

個人情報の取扱いに関する誓約書【第４号様式】

写真付き身分証明書の写し

転入前の住所地の世帯全員の住民票等移住元に関する要件を満たすことがわかる書類

転入後の世帯全員の住民票

転入前の市区町村における最近１か年の市区町村税の滞納がないことを証明する書類

余市町移住支援金　申請等に係るチェックシート（予備登録申請・交付申請）

＜予備登録申請の提出時期＞

・種類が「就業」または「専門人材」

　の場合は就業後１か月以内

・「起業」または「テレワーク」の場

　合は転入後１か月以内

余市町移住支援金交付予備登録申請書【第１号様式】

余市町移住支援金　申請等に係るチェックシート

余市町移住支援金交付申請書【第２号様式】

＜交付申請の提出時期＞

・転入後３か月以上１年以内

・「就業」または「専門人材」の場合

　は連続して３か月以上在職後

・「世帯」の場合は世帯員が同一世帯

　に属し、転入後３か月以上１年以内

就業証明書（移住支援金の申請用）【第５ー２号様式】 ※「テレワーク」の場合

北海道が実施する起業支援金の交付申請書 ※「起業」の場合

移住先において勤務していることを証する書類（在籍証明書など） ※「起業以外」の場合

移住元において、東京２３区内で勤務又は通勤していたことを証する書類

　被雇用者の場合：在職証明書など移住元での在勤地、在勤機関及び雇用保険の被保険者であったことを確認できる書類

　個人事業主の場合：開業届出済証明書、開業届の控え、業務委託契約書など移住元での業務内容が確認できる書類

その他町長が必要と定めるもの

余市町移住支援金　申請等に係るチェックシート

就業証明書（移住支援金の申請用）【第５ー１号様式】 ※「就業」「専門人材」の場合

申請者及び支援対象企業は、本事業に関する報告及び立入調査について、北海道及び余市町から求められた場合に応じる

当該個人情報について、国等への実施状況の報告等のため、北海道及び余市町が提供する場合があることに同意する

本事業の実施に際して得た個人情報について、北海道及び余市町が利用することに同意する

住所・連絡先に変更があった場合、変更内容について余市町に提出する

　移住支援金の申請日から３年以上５年以内に余市町以外の市区町村に転出した場合：半額

　北海道が実施する起業支援事業に係る交付決定を取り消された場合：全額

　移住支援金の申請日から１年以内に移住支援金の要件を満たす職を辞した場合：全額

　移住支援金の申請日から３年未満に余市町以外の市区町村に転出した場合：全額

　移住支援金の申請に当たって、虚偽の内容を申請したことが判明した場合：全額

以下の場合には、余市町移住支援金交付要綱に基づき、移住支援金の全額又は半額を返還する

　報告又は立入調査に応じない場合：全額
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申請者 余市町

□ □

☑ □

□ □

□ □

☑ □

□ □

申請者 余市町

（ア） ☑ □

（イ） ☑ □

（ウ） ☑ □

申請者 余市町

（ア） ☑ □

（イ） ☑ □

（ウ） ☑ □

申請者 余市町

（ア） ☑ □

（イ） ☑ □

（ウ） ☑ □

（エ） ☑ □

（オ） ☑ □

（カ） ☑ □

（キ） ☑ □

①住民票を移す直前に、連続して１年以上、東京２３区内に在住していた。

②住民票を移す直前に、連続して１年以上、東京圏（条件不利地域を除く）の地域に在住し、東京２

３区内への通勤（雇用者としての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者としての通勤に限る）

をしていた。ただし、東京２３区内への通勤の期間については、住民票を移す３か月前までを当該１

年の起算点とすることができる。

イ　移住先要件　（ア）から（ウ）まですべてを満たすこと

平成３１年４月１日以降に余市町に転入した。

移住支援金の申請時において、転入後３か月以上１年以内である。またはその見込みである。

■余市町移住支援金支給対象者は、（１）移住等に関する要件を満たし、（２）就業に関する要件、（３）起業に関する要

件、（４）テレワークに関する要件のうちいずれか１つを満たしている者とする

■世帯向けの移住支援金対象者は、（５）世帯に関する要件を満たしている者とする

（１）移住等に関する要件　アからウまですべてを満たすこと

ア　移住元要件　（ア）①から③のいずれか及び（イ）①から③のいずれかを満たすこと

①住民票を移す直前の１０年間のうち、通算５年以上、東京２３区内に在住していた。

②住民票を移す直前の１０年間のうち、通算５年以上、東京圏（条件不利地域を除く）の地域に在住

し、東京２３区内への通勤（雇用者としての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者としての通

勤に限る）をしていた。

ただし、東京圏のうちの条件不利地域以外の地域に在住しつつ、東京２３区内の大学等へ通学し、東

京２３区内の企業等へ就職した者については、通学期間も本事業の移住元としての対象期間とするこ

とができる。

③住民票を移す直前の１０年間のうち、①と②を合算することで通算５年以上となる。

（ア）

③住民票を移す直前に、①と②を合算することで連続して１年以上となる。なお、連続しての通勤に

ついては、３か月以内の通勤していない期間であれば、連続しての通勤として取り扱うことができ

る。例）３か月の通勤→３か月以内の通勤していない期間→６ヶ月の通勤の場合、連続して９カ月の

通勤

（イ）

ア　一般の場合　（ア）から（キ）まですべてを満たすこと

勤務地が東京圏以外の地域又は東京圏内の条件不利地域に所在する。

就業先が、北海道が移住支援金の対象としてマッチングサイトに掲載している求人である。

就業者にとって３親等以内の親族が代表者、取締役などの経営を担う職務を務めている法人への就業

ではない。

週２０時間以上の無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において連続して３か月以上在職してい

る。またはその見込みである。

求人への応募日が、マッチングサイトに上記（イ）の求人が移住支援金の対象として掲載された日以

降である。

余市町に、移住支援金の申請日から５年以上、継続して居住する意思を有している。

ウ　その他の要件　（ア）から（ウ）まですべてを満たすこと

暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でない。

日本人である。又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、特別

永住者のいずれかの在留資格を有する。

その他北海道及び余市町が移住支援金の対象として不適当と認めた者でない。

（２）就業に関する要件　ア又はイのどちらかを満たすこと

当該法人に、移住支援金の申請日から５年以上、継続して勤務する意思を有している。

転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用である。
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申請者 余市町

（ア） □ □

（イ） □ □

（ウ） □ □

（エ） □ □

（オ） □ □

申請者 余市町

□ □

申請者 余市町

（ア） □ □

（イ） □ □

申請者 余市町

（ア） □ □

（イ） □ □

（ウ） □ □

（エ） □ □

（オ） □ □

■用語解説

１．東京圏：東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県の区域のうち、別表に掲げる条件不利地域を除いた区域をいう。

２．東京圏のうちの条件不利地域

３．マッチングサイト：北海道公式 移住支援金対象求人 就業マッチングサイト

https://hokkaido.saiyo-job.jp/2jhy/recruit/

４．北海道が実施する起業支援事業

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/csk/a0006/b0003/

転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用である。

目的達成後の解散を前提とした個別プロジェクトへの参加等、離職することが前提でない。

（３）起業に関する要件

余市町に転入後、１年以内に、北海道が実施する起業支援事業に係る起業支援金の交付決定を受けている。

（４）テレワークに関する要件

所属先企業等からの命令ではなく、自己の意思により移住した場合であって、移住先を生活の本拠と

し、移住元での業務を引き続き行う。

イ　専門人材の場合　（ア）から（オ）まですべてを満たすこと

勤務地が東京圏以外の地域又は東京圏内の条件不利地域に所在する。

週２０時間以上の無期雇用契約に基づいて就業し、申請時において連続して３か月以上在職してい

る。またはその見込みである。

当該就業先において、移住支援金の申請日から５年以上、継続して勤務する意思を有している。

次の事項を満たすこと

（ア）から（イ）まですべてを満たすこと

申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、移住支援金の申請時において余市町に転入後３か月以上

１年以内である。またはその見込みである。

申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有す

る者でない。

都県名 条件不利地域

東京都
檜原村、奥多摩町、大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小

笠原村

内閣府地方創生推進室が実施する地方創生テレワーク交付金を活用した取組の中で、所属先企業等か

ら当該移住者に資金提供されていない。

（５）世帯に関する要件　※世帯向けの金額を申請する場合のみ

（ア）から（オ）まですべてを満たすこと

申請者を含む２人以上の世帯員が移住元において、同一世帯に属していた。

申請者を含む２人以上の世帯員が申請時において、同一世帯に属している。またはその見込みであ

る。

申請者を含む２人以上の世帯員がいずれも、平成３１年４月１日以降に余市町に転入した。

埼玉県 秩父市、飯能市、本庄市、ときがわ町、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、東秩父村、神川町

千葉県
館山市、旭市、勝浦市、鴨川市、富津市、南房総市、匝瑳市、香取市、山武市、いすみ市、東庄町、

九十九里町、長南町、大多喜町、御宿町、鋸南町

神奈川県 山北町、真鶴町、清川村
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■申請者情報

■申請予定内容

万円

■住民票を移す直前の１０年間の経歴　※要件を満たすことが確認できる必要事項のみ記載 申請者 余市町

〇

〇

×

×

〇

■アンケート　※全国一律で実施しているアンケートです。回答によって交付申請へ影響を与えることは一切ありません。

Ｑ１．移住支援金が移住の後押しになったか Ａ１．

Ｑ２．（就業の場合のみ）移住支援金が対象企業を選んだ後押しになったか Ａ２．

Ｑ３．（就業の場合のみ）求人情報についてどこから情報を得たか Ａ３．

回答選択肢： ① 都道府県のマッチングサイト、② スタンバイ、バイトルNEXT、求人ボックスのサイトのいずれか

③ ①②以外のWebサイト(回答欄に具体的なサイト名を記載してください。)、④ ハローワーク

⑤ ④以外の職業紹介所、⑥ その他求人情報誌等(回答欄に具体的な媒体名を記載してください。)

〇〇　〇〇

現住所

（移住先）

〒０００－００００

余市郡余市町〇〇町〇〇番地〇〇

〇〇アパート〇〇〇号室

前住所

（移住元）

〒０００－００００

千葉県〇〇市〇〇町〇〇

〇〇マンション〇〇〇号室

　年　か月

期間

　年　か月

電話番号 ０８０－００００－００００

世帯 単身　・　世帯 交付申請

予定金額

単身：最大６０万円　　世帯：最大１００万円

１８歳未満の世帯員１人につき最大３０万円加算

種類

神奈川県〇〇市 〇〇〇〇大学 東京都〇〇区 ４年０か月

当該求人就業日 令和６年１１月１日

余市町転入日 令和６年１０月２０日

当該求人マッチングサイト掲載日 令和６年６月１日

当該求人応募日 令和６年９月１０日

住所 勤務先等 勤務先等住所

就業・専門人材・起業・テレワーク ６０

神奈川県〇〇市 （株）〇〇〇〇 東京都〇〇区 ０年６か月

埼玉県〇〇市

埼玉県〇〇市 （株）〇〇〇〇 東京都〇〇市 ０年３か月

千葉県〇〇市 （株）〇〇〇〇 東京都〇〇区 １年３か月

（有）〇〇〇〇 埼玉県〇〇市

メールアドレス 〇〇〇〇＠〇〇〇〇.com 勤務先 （株）〇〇〇〇

性別 男　・　女

勤務先住所
〒０００－００００

余市郡余市町〇〇町〇〇番地〇〇
生年月日 平成１０年６月３０日

フリガナ 〇〇　〇〇

氏名

通算期間 ５年９か月

はい　・　いいえ

はい　・　いいえ

④

時期

平成２９年４月～令和３年３月

令和３年４月～令和３年９月

令和３年１０月～令和５年３月

令和５年４月～令和５年６月

令和５年７月～令和６年９月

　　　年　月～　　　年　月

　　　年　月～　　　年　月

算定対象

１年６か月
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